
 
 

 
 

令和 5 年地価調査結果について 

 

令 和 5 年 9 月 

秋田県建設部建設政策課 

 

1 調査の目的  

本 調 査 は ､国 土 利 用 計 画 法 (昭 和 49 年 法 律 第 92 号 )に 基 づ く 土 地 取 引 の 規 制 を

適 正 か つ 円 滑 に 実 施 す る た め ､同 法 施 行 令 (昭 和 49 年 政 令 第 387 号 )第 9 条 の 規 定

に よ り ､県 が 毎 年 1 回 基 準 地 の 価 格 を 調 査 し ､単 位 面 積 当 た り の 標 準 価 格 を 判 定

し ､公 表 す る も の で あ る ｡ 

こ れ は ､地 価 公 示 法 (昭 和 44 年 法 律 第 49 号 )に 基 づ き 国 が 行 う 地 価 公 示 と あ わ

せ て 一 般 の 土 地 取 引 に お け る 取 引 価 格 の 指 標 と な る ｡ 

 

2 対象区域及び基準地点数 

県 内 全 域 25 市 町 村 を 対 象 と し ､基 準 地 総 数 は 324 地 点 (全 国 で は 21,381 地 点 )

で あ る ｡そ の う ち ､宅 地 関 係 は 317 地 点 (全 国 で は 20,947 地 点 )で あ り ､用 途 別 の 内

訳 は 第 1 表 の と お り で あ る ｡ 

第 1 表  基 準 地 数 用 途 別 内 訳  

区分 

宅 地 関 係 

林地 合計 
住宅地 

宅 地 

見込地 
商業地 工業地 計 

基準地数 
217 3 90 7 317 7 324 

(216) (3) (91) (7) (317) (7) (324) 

※ ( )は 昨 年 基 準 地 数  

 

3 価格地点 

令 和 5 年 7 月 1 日  

取 扱 注 意 

ラジオ・テレビ・インターネット 9 月 19 日(火)午後 4 時 50 分 

新聞 9 月 20 日(水)朝刊以降解禁 

県 資 料 ２ 
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4 全国の地価調査結果の概要 

○ 全 国 住 宅 地 ､商 業 地 と も に 上 昇 率 が 拡 大 し た 。  

○ 三大 都市 圏 住 宅 地 ､商 業 地 と も に 上 昇 率 が 拡 大 し た 。  

○ 地 方 圏 住 宅 地 ､商 業 地 と も に 下 落 か ら 上 昇 に 転 じ た 。  

○ 東 北 地 方 住 宅 地 は 下 落 率 が 縮 小 し 、 商 業 地 は 下 落 か ら 上 昇 に 転 じ た 。  

○ 秋 田 県 住 宅 地 ､商 業 地 と も に 下 落 率 が 縮 小 し た ｡ 

 
第 2 表  
対 前 年 平 均 変 動 率  (単位：％) 

区 分 住 宅 地 商 業 地 

全 国 0 . 7  (  0 . 1 )  1 . 5  (  0 . 5 )  

三 大 都 市 圏 2. 2  (  1 . 0 )  4 . 0  (  1 . 9 )  

 東 京 圏 2 . 6  (  1 . 2 )  4 . 3  (  2 . 0 )  

地 方 圏  0 . 1  (▲ 0. 2 )  0 . 5  (▲ 0. 1 )  

東 北 地 方 ▲ 0. 2  (▲ 0. 5 )  0 . 1  (▲ 0. 4 )  

秋 田 県 ▲ 0. 8  (▲ 1. 1 )  ▲ 0. 7  (▲ 1. 3 )  

※1 三大都市圏:東京圏､大阪圏､名古屋圏 

※2 東北地方:青森県､岩手県､宮城県､秋田県､山形県､福島県及び新潟県 

(国土交通省資料との整合を図るために新潟県を含める) 

※3 ( )は昨年｡ 
 
② 東 北 地 方 各 県 の 状 況 (平 均 価 格 及 び 平 均 変 動 率 ) 
1)住 宅 地  (単 位 :円 ､%) 

 秋 田 県  青 森 県  岩 手 県  宮 城 県  山 形 県  福 島 県  

平 均 価 格 13,200 16,100 26,100 48,400 20,000 23,700 

平均変動率 ▲ 0.8 ▲ 0.6  0.1 1.7 ▲ 0.2 ▲ 0.3 

2)商 業 地  (単 位 :円 ､%) 

 秋 田 県  青 森 県  岩 手 県  宮 城 県  山 形 県  福 島 県  

平 均 価 格 24,700 33,400 44,700 297,600 40,800 46,600 

平均変動率 ▲ 0.7 ▲ 0.8 ▲ 1.2 3.9 ▲ 0.4  0.1 

 

5 秋田県地価調査結果の概要 

本 県 の 全 用 途 (林 地 を 除 く ｡)の 平 均 価 格 は 16,300 円 /㎡ (16,200 円 /㎡ )､平 均 変

動 率 は ▲ 0.7%(▲ 1.1%)で あ っ た ｡(( )内 は ､昨 年 の 平 均 価 格 ま た は 平 均 変 動 率 ｡以

下 同 じ ｡) 

県 全 体 の 全 用 途 の 平 均 変 動 率 は ､平 成 10 年 か ら 26 年 連 続 し て 下 落 し て い る ｡ 

な お ､｢宅 地 関 係 基 準 地 の 用 途 別 平 均 価 格 及 び 平 均 変 動 率 ｣は 第 3 表 ､｢林 地 基 準

地 の 地 域 特 性 別 平 均 価 格 及 び 平 均 変 動 率 ｣は 第 4 表 ､｢平 均 変 動 率 の 推 移 (秋 田 県 と

全 国 と の 比 較 )｣は 第 5 表 ､｢市 町 村 別 ･用 途 別 平 均 価 格 及 び 平 均 変 動 率 表 ｣は 第 6 表 ､

｢地 価 公 示 の 標 準 地 と 同 一 地 点 で あ る 基 準 地 (共 通 地 点 )の 状 況 ｣は 第 7 表 ､｢住 宅 地
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及 び 商 業 地 に お け る 価 格 及 び 変 動 率 順 位 表 ｣は 第 8 表 ､｢秋 田 県 の 全 国 に お け る 平

均 価 格 及 び 平 均 変 動 率 順 位 の 推 移 ｣は 第 9 表 ､｢宅 地 関 係 の 上 昇 ･横 ば い ･下 落 の 地

点 数 ｣は 第 10 表 の と お り で あ る ｡ 

 

(1)住 宅 地 に つ い て  

本 県 の 平 均 価 格 は 13,200 円 /㎡ (13,200 円 /㎡ )､平 均 変 動 率 は ▲ 0.8%(▲ 1.1%)と

平 成 11 年 か ら 25 年 連 続 し て 下 落 し て い る も の の ､下 落 率 は 徐 々 に 縮 小 し て き て

い る ｡ 

平 均 変 動 率 を 地 域 別 に 見 る と ､秋 田 市 で は 1.6%(0.9%) ､秋 田 市 以 外 の 地 域 で は

▲ 1.3%(▲ 1.5%)で あ っ た ｡ 

市 町 村 別 に 見 る と ､秋 田 市 の 平 均 変 動 率 は 令 和 2 年 か ら 4 年 連 続 で 上 昇 を 維 持

し た 。秋 田 市 以 外 の 市 町 村 で は 下 落 率 が 縮 小 し た の は 16 市 町 ､拡 大 し た の は 2 町 ､

前 年 度 と 同 率 だ っ た の が 6 町 村 で あ っ た ｡ 

県 全 体 の 人 口 減 少 が 進 み ､住 宅 需 要 の 先 細 り が 懸 念 さ れ る 中 ､県 内 経 済 の 緩 や か

な 回 復 や 住 宅 ロ ー ン の 低 金 利 環 境 継 続 な ど を 背 景 と し た 需 要 回 復 に よ り 、 上 昇 地

点 が 拡 が り を み せ 、 秋 田 市 以 外 で も 複 数 の 市 町 村 で 上 昇 地 点 が み ら れ る よ う に な

っ た 。 一 方 、 町 村 部 は も と よ り 市 部 で も 集 落 地 域 な ど は 、 空 き 家 ・ 空 き 地 の 増 加

と と も に 相 続 等 を 契 機 と し た 売 却 希 望 に 対 し 、 需 要 が 全 く 見 い だ せ な い ケ ー ス が

多 く 、 下 落 に 歯 止 め が か か ら な い 。  

洋 上 風 力 発 電 の 設 置 工 事 や 新 工 場 の 建 設 工 事 等 が 重 な る 由 利 本 荘 市 や 能 代 市 な

ど で は 賃 貸 住 宅 が 不 足 す る 状 況 と な っ て い る も の の 、 建 設 資 材 の 高 騰 や 供 給 不 足

が 一 過 性 で あ る と の 懸 念 が 残 る こ と か ら 供 給 不 足 が 解 消 す る 状 況 に な っ て い な

い 。  

 

（ ２ ） 商 業 地 に つ い て  

 本 県 の 平 均 価 格 は 24,700 円 /㎡ (24,400 円 /㎡ )､平 均 変 動 率 は ▲ 0.7%(▲ 1.3%)と

平 成 5 年 か ら 31 年 連 続 し て 下 落 し て い る も の の ､下 落 幅 は 徐 々 に 縮 小 し て き て い

る ｡ 

 平 均 変 動 率 を 地 域 別 に 見 る と ､秋 田 市 で は 1.8%(0.9%) ､秋 田 市 以 外 の 地 域 で は

▲ 1.5%(▲ 2.0%)で あ っ た ｡ 
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 商 業 地 の 調 査 地 点 を 置 い て い な い 上 小 阿 仁 村 ､大 潟 村 及 び 東 成 瀬 村 を 除 く 22 市

町 村 別 に 見 る と ､秋 田 市 は 令 和 元 年 よ り 5 年 連 続 し て 上 昇 を 維 持 し 、大 館 市 で は 上

昇 に 転 じ た ｡こ の ほ か ､下 落 率 が 縮 小 し た の は ､14 市 町 ､拡 大 し た の は 4 町 ､前 年 と

同 率 だ っ た の は 2 市 町 で あ っ た ｡ 

 県 内 の 商 業 地 域 で は ､コ ロ ナ 禍 で 急 激 に 地 価 下 落 し た 地 域 は 見 ら れ ず 、 県 内 の イ

ベ ン ト の 開 催 や 消 費 マ イ ン ド の 回 復 が あ り 、 徐 々 に 人 流 回 復 が 期 待 さ れ る 状 況 と

な っ て き て い る 。ま た ､コ ロ ナ 禍 に お い て 延 べ 宿 泊 者 数 の う ち 外 国 人 宿 泊 者 数 が 占

め る 割 合 は ､全 国 的 に 大 き く 低 下 し て い る も の の ､本 県 の イ ン バ ウ ン ド 需 要 は 全 国

的 に み て も 非 常 に 低 位 で あ る こ と か ら 、 コ ロ ナ 禍 に お け る イ ン バ ウ ン ド 需 要 減 退

に よ る 影 響 は 限 定 的 で あ る ｡ 

既 成 商 業 地 域 に つ い て は ､依 然 と し て 需 要 が 少 な く ､土 地 取 引 の 少 な い 状 況 が 続

い て い る 。  

 

（ ３ ） 工 業 地 に つ い て  

 本 県 の 平 均 価 格 は 6,310 円 /㎡ (6,190 円 /㎡ )､平 均 変 動 率 は 1.6%(1.3%)と 昨 年

に 引 き 続 き 2 年 連 続 で 上 昇 と な っ た 。  

 他 県 と 比 較 し て 積 雪 量 や 交 通 ア ク セ ス 等 の 条 件 が 劣 る 地 域 が 多 い な か ､県 や 市

に よ る 補 助 金 や 税 制 で の 優 遇 制 度 の 充 実 ､従 業 員 確 保 の 容 易 さ と い う 利 点 の ほ か ､

近 年 で は ､企 業 か ら 災 害 や 不 測 の 事 態 に 備 え た BCP(事 業 継 続 計 画 )対 策 と し て の

引 き 合 い も 見 ら れ ､イ ン タ ー へ の 接 近 性 に 優 れ る 工 業 団 地 を 中 心 に 企 業 誘 致 に 成

功 し て い る ｡ 

 

(4)そ の 他 の 用 途 に つ い て  

 宅 地 見 込 地 の 平 均 価 格 は 4,790 円 / ㎡ (4,800 円 / ㎡ ) ､ 平 均 変 動 率 は

▲ 1.6%(▲ 0.7%)と 昨 年 同 様 に 下 落 し ､平 成 13 年 か ら 23 年 連 続 し て 下 落 し て い る ｡ 

 ま た ､ 林 地 の 平 均 価 格 は 17,700 円 /10a(18,500 円 /10a) ､ 平 均 変 動 率 は

▲ 4.2%(▲ 4.1%)と な り ､平 成 7 年 か ら 29 年 連 続 し て 下 落 し て い る ｡ 
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